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Ⅰ　はじめに
1　アメリカ鉄道会計の特徴
　本論文の目的は、会計諸概念の生成過程という歴史的視点を重視し、会計史研究が近代
会計理論に与えた影響を明らかにすることである。そこで、本研究では、多様な証券を発
行し、19世紀のアメリカ証券市場の活性化を促したアメリカ鉄道業の会計を分析する。
1850年代におけるアメリカ鉄道業は、建設に巨額の資金が必要であったため株式会社形態
をとった。そして、その資金のほとんどが、車輛やレール等の固定資産に投下される大規
模な会社であり、国家的事業のため公益性が高かった（村田直樹、2001a、109㻙111頁）。
　アメリカ鉄道会計の特徴は、鉄道建設資金が巨額であったため、資本の拡大が必要とな
り、株主層の分化が生じ、利害調整の必要性が増したことにある。企業の存続を願う大株
主は財産の保全を重視し、一時的な配当金を望む株主は利益からの配当可能額を重視す
る。このように利害の異なる株主に対し配当政策を行うことで、アメリカ鉄道業は利害調
整を果たした。また、固定資産の絶対額が増えたため、減価償却が必要となる。A.C. 
Littleton教授は減価償却を配当政策と述べており、実際のアメリカ鉄道会社の実務を考察
している（片野一郎訳、1978、327㻙339頁）。そして、当時のアメリカ鉄道業は、政府から
の援助を受けた国家的事業であったため、政府に対する財務報告が必要となったのであ
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る。
アメリカ史上初の株式会社だったため、委託・受託責任の履行（アカウンタビリティ）
が重要視された。
資金提供者である株主間の利害調整が必要となり、財務会計は株主間の利害調整の会計
としての側面を見せるようになった。
減価償却、基金会計、財務諸表の精緻化、原価計算、資産評価、過大資本化に対する会
計処理など、現代に通じる様々な会計処理が必要性に応じて生まれた（原点）。
本来、会計学は財務会計と管理会計の区分はなかったが、株主間の利害調整（財務報告）
により、ゆがみ始めた財務会計と正確性を求める管理会計に区分するに至った。
企業の最終的な目的は「利益の追求」に他ならない。
2　財務会計の発達史
　前述した理由から、アメリカ鉄道業における会計諸概念は精緻化した。その影響は H.R. 
+DW¿HOG教授の“Modern Accounting”へと及び、近代会計理論の基盤を形成したのである。
会計における進化は、生物進化論とは対比される経済進化論にあり、パラダイムシフトと
いった突然変異ではなく、時代の変遷に合わせて顕在化した機能の蓄積である。
　近代会計理論の源流を探求するためには、史的分析による実証が不可欠である。会計は
企業の置かれている社会経済的背景に合わせ新たな機能を発揮するという特徴を持つが、
会計の性質そのものはどのような状況においても一切変わらない。資本主義経済における
企業の目的は利益の追求であり、営利を主目的とする企業において構築されたシステムこ
そが企業会計である。そのため、企業は資本の集中を促進させる必要があり、それが財務
会計の支柱である。廣松渉教授は、「認識の過程は、本源的に、共同主観的な物象化の過
程であり、しかもこの共同主観性が歴史的社会的な協働において存立する以上、認識は協
同主観的な対象的活動、歴史的プラクシスとして存立する」と述べている（廣松渉、
1991、37頁）。社会科学は、歴史的事実によって、社会と経済の変動を根拠にした論理的
な仮説を裏付ける学問なのである。
3　研究アプローチ
　本研究では、19世紀における主要なアメリカ鉄道業に焦点を当て、一次資料である
Annual Reportsから実務の分析、財務諸表上に現れる会計数値の考察、財務政策および会
計諸概念の生成過程の探求、当時の社会経済的背景の調査を行う。したがって、史的分析
により既存の会計理論をより強固なものにすることが、本研究テーマに対する独自の研究
アプローチである。
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Ⅱ　先行研究概観
1　鉄道会計に関する先行研究
　+5+DW¿HOG教授の『近代会計（Modern Accounting）』では、当時の鉄道会計を概観し
ており、過大な減価償却費の計上は、利益の過小表示、秘密積立金の設定に利用される。
減価償却費の過大計上は、実務では黙認されているが、保守主義の濫用であり、理想的な
会計からの逸脱であると主張している（+5+DW¿HOG1976, p.120）（松尾憲橘、1971、123
頁）。
　加藤盛弘教授は、「ハットフィールド理論は、原価を価値の一形態として財産理論のな
かで論理化することによって、巨額に水増されている固定資産の評価替（評価損露呈）を
防止して配当可能利益を確保し、水割株式を額面で計上することによって、企業合同の促
進（あるいは企業合同の結果をとりつくろうことによって証券市場を維持発展させその後
の資金調達を可能にする）に奉仕するという歴史的課題を背負っていた」と述べている（加
藤盛弘、1976、22㻙26頁）。つまり、『近代会計』において利益と資本は非常に重要であり、
それらを区分する必要があったのである。
　中村萬次教授は、「アメリカにおける鉄道の生成・発達が、アメリカ産業資本主義の確
立に寄与してきたことを否定する論者はなかろう。・・・・アメリカにおける鉄道会社会
計の史的展開過程を検討することによって、経済発展の諸段階で果たしてきた会計の社会
的機能を究明することを主な目的としている」と述べており、アメリカ鉄道会計研究の重
要性を明示している（中村萬次、1994、1頁）。　　
　そして、村田直樹教授によれば、「鉄道会社における管理会計的側面と財務会計的側面
は、会計の歴史的発展過程において、分離・対立し、独自の構造を形成してきている」と
述べている（村田直樹、2001b、12㻙13頁）（村田直樹、2009、1頁）。これらの先行研究から、
当時の鉄道会計の在り方や、社会経済的背景が会計へ及ぼす影響に対する知見を得て、本
研究の参考とさせて頂いている。
2　会計発達論に関する先行研究
　Max Weber教授は、“:LUWVFKDIWXQG*HVHOOVFKDIW”のなかで、所有と経営の分離（委託・
受託責任）から会計報告が必要となり、利益を分配すると述べている。貸借対照表は、将
来の損失も計上（保守主義で抑制する＝利益の操作）から分配し、株主層の分化から銀行
や創業者は財産の保全を願うため、複式簿記（原価実現主義）を主張している。
　Shih Cheng  Yu教授の会計理論の定義としては、一般に、論理的に首尾一貫し、且つそ
のうちの若干のものについては検定検証、もしくは確証がなされてきた一組の命題によっ
て表される。ある特定の理論は、より良い理論がないために、有効あるいは妥当であると
承認されている。所与の理論に完全な確実性が欠けていることは、人間の知識が常に蓋然
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的であることを意味する。いわゆる「明白な事実」でさえも、真実間の「関係」を述べて
いないために、事実もしくは真実でないことがある。理論についていえることは、実在世
界の一定の現象を説明し、そしておそらく予測する際に、それがある程度の信頼または確
証を与えるということである。理論の完全な検証は不可能であり、その意味で、ある理論
が完全に終結したとか、確認されたなどとはいいえない。したがって、理論は絶えず検定
され、改訂され、修正され、より良い理論と交替させられている。つまり、絶対的ではな
いという点が、本研究のアプローチである史的分析により既存の会計理論をより強固なも
のにするという点と合致している。
　黒澤清教授は、著書や論文において、パラダイムシフトという用語を使用している（黒
澤清、1976、917㻙929頁）。生物進化論と経済進化論を対比させると、会計（社会科学）に
おいて進化を問題にする時、例え突然変異が起きたように見えても、それは生物学（自然
科学）とは異なる視点が必要となる。会計の新しい機能や構造の開発には、市場における
選択の前に、企業内部において事前の選択が作用する。生物進化論は「最適なものが生き
残りその他は死に絶える＝淘汰」を前提とするが、会計においては様々な処理や実務が共
存可能である。したがって、柔軟性のある会計は、元から内在されていた機能を外的要因
に触発されることで顕在化させる、経済進化論を取っている。そのため、会計における進
化は、生物進化論とは対比される位置にあり、パラダイムシフトではなく、時代の変遷に
合わせて顕在化した機能の蓄積であると本研究において主張する。
　A.C. Littleton教授は、キャッシュフロー計算書に関して企業内部で秘密（非公開）の資
料として利用していたと述べている。実際、第二次世界大戦後にキャッシュフロー計算書
は表に出てくる。株主は配当の増額を要求し、従業員は給料の増額を要求するが、株主・
従業員の要求に答えられないこと（生産設備への資金投下・弾薬等の在庫増のため）を説
明するために、キャッシュフロー計算書を公開した。
　村田英治教授は、貸借対照表中心アプローチ、損益計算書中心アプローチ（静態論・動
態論）について述べ、委託受託責任会計と投資意思決定会計を明記している（村田英治、
2011、1㻙17頁）。会計は、外的要因（経済基盤の変化）に触発され、その状況や目的に適
した機能を発揮し、選択することが出来る。静態論から動態論への移行（動態論から静態
論への移行）、委託受託責任から投資意思決定有用性への移行、原価主義から公正価値へ
の移行等、全ての重点移行は、それを顕著に表している。
　津守常弘教授は、企業会計は、本来、個別企業の記録・計算・報告のシステムとして生
み出されたものであると述べている。しかし、それは、株式会社制度の生成と発展にとも
ない、単なる個別企業の記録・計算・報告のシステムであるにとどまらず、同時に、社会
的統制の一手段として「ディスクロージャー制度」という、極めて広範な社会的制度の中
に組み込まれるに至ったと津守常弘教授は主張する。
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　上述した先行研究から得た知見をまとめると、アメリカ鉄道会社はその経営政策から近
代会計理論に多大な影響を与えた。そして、会計の認識・測定・報告といった機能の中で、
時代の変遷に合わせ生まれた新たな支配的な考え方は、パラダイムシフトという用語を用
いている。また、足立浩教授は、見積原価計算を例に、構造を持っているから標準に適応
すると述べている。これは、構造を持っていないと機能しないと捉えることが可能であり、
会計構造を応用することで徐々に変化していくものだと考えられる。したがって、会計の
基本構造は変化せず、ひとつの構造が様々な事象に適応出来る。これが会計の柔軟性であ
る。
3　先行研究を踏まえたうえでの自説
　公益事業としての性格を持つアメリカ鉄道会社において、現在の財務報告の論理は、初
期の段階からアメリカの鉄道会計の中に存在していた。アメリカ鉄道会社では、内部管理
に使用していた財務諸表を開示するにあたり、公益性が高く、政府の援助のもと運営を
行っていたという特徴を有するため、株主だけでなく、政府や公衆にも報告する義務が
あった。このように財務報告には社会的意義があり、それは現代でも同様である。
　そして、当時のアメリカにおける証券市場の発達と企業の資金調達方法の多様化という
視点から、株式会社であったアメリカ鉄道会社は証券市場の影響を強く受けている。多様
な証券を発行し、株主層の分化に伴う利害調整を行うことで、財務会計が発達していった。
　財務会計の発展過程において考えられることは、会計の中に内在されていた機能が社会
経済的要因に触発され顕在化するというものである。これは、会計はパラダイムシフトを
行わず、時代の変遷に合わせて顕在化した機能の蓄積の上に成り立っていると論じてい
る。会計は、連続性を有する。静態論や動態論などの理論においても、パラダイムという
概念とは異なり、連続性が重要となる。そして、会計の柔軟性を分析し、会計の性質とそ
れを取り巻く現象を体系的に把握することで、既存の会計理論への理解がより深まる。会
計の性質は、会計主体を取り巻く諸環境がどのように変動しようとも変化せず、普遍性を
持つ。それに対し、会計の付加的機能は非常に重要な機能であるが、会計主体を取り巻く
諸環境に対応するため生まれ、その性質に流動性がある。
　会計は、歴史的所産である（村田直樹、2001、1頁）。アメリカ鉄道会計の使命は、財
産の保全と配当可能利益計算にある。アメリカ鉄道会社は、政府からの援助を受け、株主
層の分化が起こり、財産の保全と配当可能計算が必要となった。そこで、資本勘定や利益
勘定、更には一般貸借対照表と損益計算書といった財務諸表が作成されるのである。
　19世紀のアメリカ鉄道会社における、会計諸概念の生成と理論の構築は、近代会計理論
の成立に多大なる影響を与えた。また、現在、新しく生まれる会計実務もまた、従来から
内在していた機能が顕在化したものなのである。
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Ⅲ　アメリカ鉄道会計発達史の視座
1　アメリカ鉄道会計の発展
　現在、会計は、財務会計と管理会計の、二つの主要な領域が存在するが、 19世紀におい
ては財務会計と管理会計も厳密に区別されていたわけではない。先行するイギリス鉄道業
で見られるように、現金主義会計を基盤とした配当可能利益計算から、発生主義会計への
移行が配当可能利益計算に柔軟性を与え、その調整が政策化していった。そして、従来の
会計では捉えきれなくなった内部管理を、会計の管理的側面として特化させていき、企業
内の会計を財務的側面と管理的側面において調整した。しかし資金調達のための財務会計
と、内部管理のための管理会計では、両者の情報の意味が違った。このような情報の差を
生んだ要因となったのが、資本市場へのディスクロージャーである。
　アメリカ鉄道業における財務会計の目的は資金調達にあったが、配当政策や運賃政策の
ため、恣意的な利益額の調整を行うようになったため、財務報告は必ずしも企業の実態を
ありのままに表すものでは無くなった。しかし、企業では経営を円滑に行うにあたり、生
産を介して実現した現実の価値（原価やコスト等）をより正確に評価する必要があった。
経済的効率性の向上（効率的な資源配分）は実態に即して行うため、実態を表さない財務
会計と実態に即した管理会計を分化させるに至った。また、19世紀後半から、アメリカで
は企業間競争が本格的に始まり、1873年の恐慌後、鉄道業の競争が拡大すると、トレジャ
ラーが会計組織を発達させることになる。鉄道業では、路線の拡張、弱小鉄道の買収に
よって自社の勢力範囲を広げ、輸送量を増やすことによって隣接する他社との競争に打ち
勝つことが重要となる。そして、会計面においても、見積計算やコストダウンが必然とな
り、経営管理のため、主任技師は計算・分析をより詳細に行うようになる。
　財務会計では補えなくなった内部管理を、管理的側面として特化させていき、経営者の
意思決定に使用することで、経営活動を財務的側面と管理的側面において調整したのであ
る。企業が存続するうえで、利害調整や配当政策により歪み始めた財務会計に反し、管理
会計は正確性を求めた。管理会計は、財務会計を補うため必要となったと言及されること
が多いが、財務会計においても内部管理は必要であったということは明白である。
　当時のアメリカ鉄道会社は、株主層の分化や配当可能利益計算、他社との競争といった
多様な問題に直面する。そこで経営者は、財務的側面と共に管理的側面を特化していく。
そして政府や納税者である国民に対する財務報告がきっかけとなり、財務的側面と管理的
側面に分化し、現在では、財務会計論と管理会計論と、その論理を分けて語られるのであ
る。つまり、会計の管理機能に限界が生じたため、その領域を財務会計と管理会計に特
化・分化する必要があったのである。
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2　利害調整機能と情報提供機能
　財務会計には、利害調整機能のほかに、情報提供機能が存在する。アメリカ鉄道業は、
政府から様々な援助を受け、建設・運営を行ったため、そこに委託・受託責任が生じる。
また、社債や株式を発行したため、様々な意図を持つ投資家に対し、年次報告書の開示を
行う必要がある。したがって、アメリカ鉄道業では、委託・受託責任の履行のため、情報
を提供する必要があったが、次第に情報提供機能は資金不足の主張や、利益額を操作した
うえでの配当可能価額の提示など、企業の財務政策に有利に働くようになった。
　1850年代におけるアメリカ鉄道会社の経営者報告書の内容は、恐慌や戦争等の影響、新
しく設立した基金の説明、会計処理の変更や新しく作成された財務諸表の説明、配当に関
する説明、今後の企業活動の展望等であり、これらは投資家向けに記載していた。これは、
現在の非財務情報のベースとなっている。この当時から経営者は、非財務情報を提示する
意義を知っており、その非財務情報には経営者の意図が反映している。現在、意思決定有
用性のために開示すべきであるとされている非財務情報とは目的が異なるが、非財務情報
を開示するにあたる目的の原点はここにあるといえる。
　委託・受託責任の履行は、認識・測定・記録といった会計の機能に付加された非常に重
要な社会的役割である。中村萬次教授によれば、「会計理論や会計政策に包摂されている
会計諸概念は、社会的機能を背負わされて誕生した」と述べている（中村萬次、1994、1
頁）。アメリカ鉄道会社は、建設・運営において常に政府の監視下にある、国家的事業で
あり、公益性が高かったという特徴がある。アメリカ鉄道業の有用性としては、経済的側
面（全国市場の形成、西部の経済発展）、社会的側面（国家の統一、戦争時における防衛・
軍需輸送）が挙げられる。国家的な政策でもあった鉄道建設は、政府とその背後にいる納
税者である国民に対して報告する義務が生じる。これが、アメリカ鉄道業の最大の特徴で
あり、社会的に意義のある財務報告が必要とされた理由である。
　また、委託・受託責任の履行、利害調整機能、情報提供機能といった会計の役割と機能
は、個別に機能するものではなく、それぞれが密接に関連し合うことで機能を果たす。ど
のような会計処理も、財務諸表も、非財務情報も、何か必要に迫られ生成し、それらは社
会経済的要因に触発されることで様々な機能を発揮する。会計とは、時代の変遷に合わせ
て、内在する諸機能が一定の外的要因に触発されることで顕在化した機能の蓄積である。
　以上を踏まえ、鉄道会計史研究において、社会経済的背景や経営者の行動等、より包括
的な分析を展開することが不可欠である。石川純治教授は、「シュマーレンバッハといえ
ば動態論であるが、現代の会計をみるさい、思考の流れをより広くつかんでおくことが大
切といえる。端的には、費用動態論（シュマーレンバッハ）から現代動態論（ワルプ）、
さらに資金動態論（ルフチ）への展開である。重要な点は、費用動態論も現代動態論も、
その中核に収支計算があるということである」と述べているが、鉄道会計史研究において
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その一断面を見出すことができる（石川純治、2014、118㻙119頁）。当時のアメリカ鉄道会
社の会計実務を分析すると、利害調整機能を軸とした会計システムの構築が同社でなされ
ていることが明確となる。利害調整機能は、企業会計の発達において基盤となる存在であ
り、現在の企業会計の根底にあるものも、また、利害調整機能に他ならないのである。
3　配当政策
　1850年代のアメリカ鉄道業における年次報告書の公開は、第一義的には、委託・受託関
係における受託責任の解除にあるが、その一方で資金不足による鉄道建設の遅れを弁明
し、資金調達に資するためでもあった。当時の鉄道会社における初期の年次報告書では、
資金の調達と運用、あるいは営業成績に関する内部資料を公開のための財務諸表として利
用した。これによって、財務諸表を基盤に作られた年次報告書が円滑な資金調達を行うた
めの財務政策的手段としても機能したのである。鉄道会社は、委託受託責任から財務報告
を行うという義務を負いながらも、その中に財務政策としての可能性を秘めていたのであ
る。
　アメリカ鉄道会社は大企業として株式会社形態をとり、巨額の資本を有した。従来の企
業とは異なる会計的側面として、固定資産の維持および価値回収（減価償却）や、資金調
達方法の多様化（過大資本化）、配当可能利益の計算（株主層の利害調整、資本勘定と収
益勘定の区分）等が挙げられる。これらを解決するためにアメリカ鉄道会計では財務会計
が機能した。アメリカ鉄道業における財務会計の特徴は資金調達にあったが、資金提供者
の利害を調整するため、配当政策が必要となった。そして、財務報告は、配当政策を意識
したものへと変化した。一方で、企業では経営を円滑に行うにあたり、生産を介して実現
した現実の価値（原価やコスト等）をより正確に評価する必要があった。経済的効率性の
向上（効率的な資源配分）は実態に即して行うため、実態資本の正確な計算が経営管理に
必要となったのである。
　また、アメリカ鉄道会社では、債権者と株主の利害調整のためには、減債基金会計が必
要であった。イギリス鉄道会社は社債金融を行わず、社債金融はアメリカ鉄道会社の特徴
である。そのため、アメリカ鉄道会社では、債権者と株主の利害調整は不可欠であった。
出発点は、先述したとおり株主間の利害調整であったが、社債金融の発展とともに、株主
間の利害調整だけではなく、株主と債権者間の利害調整が必要となったのである。時代の
変遷に伴うこれらの蓄積が会計の利害調整機能であり、配当可能利益計算へとつながる。
4　会計学の重層性
　会計学の重層性とは、過去から現代までの会計学の考え方が同時併存している現象を指
す。会計学を、歴史（過去）と現代の間に切れ目をもたない学問としてとらえ、現代会計
のなかに、18世紀、19世紀そして20世紀の会計学も混在しており、ハットフィールドの近
代会計理論もその一部に内包される。
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　既存の会計制度の解説や実証研究は、会計基準が変化すれば、研究の意義を果たすとは
言い難い。本研究の軸である、会計の諸概念の生成過程という歴史的視点を重視すること
で、会計諸問題の根底を理解する。そこで、現代の会計学においても多階化した重層性に
基づき、本質論となる会計史の重要性が高まる。会計は本来の目的とは違った新たな機能
を発揮するという柔軟性があるため、その本来の目的と、付加された新たな機能について
考察するうえで重要なのは以下の点である。
会計学の重層性（会計史の重要性）について再認識する。
19世紀におけるアメリカ鉄道会計が近代会計理論に与えた影響について再検討する。
減価償却、財務報告、原価計算、財務会計と管理会計について自らの見解を提示する。
会計理論と会計実務の乖離について論理的根拠に基づき考察する。
　現代の会計学は、会計史の重層性に基づいている。会計史研究は方法論的側面を持つが、
現代社会においても変わらない「核心」を見出すことが可能である。それは、計算体系の
構築から会計理論が形成されるため、近代会計理論形成における歴史的視点は不可欠であ
る。したがって、会計は企業のおかれている社会経済状況にあわせ様々な機能を発揮する
ため、多様性があると捉えがちであるが、その重要性や柔軟性は変化しないため、歴史的
な事実は未来を予測するデータとなり得る。企業がある困難に直面したとき、社会経済状
況がある変遷をとげたとき、企業において会計学がどのように機能するのか、それは歴史
研究をすることである程度の予測が可能である。現在行われている会計処理の本来の目的
や、その目的が徐々に変化した事実、企業経営における会計の在り方、会計理論と会計実
務の乖離について考察する際、会計学の重層性を常に念頭に置いておくべきだと考える。
　また、19世紀におけるアメリカ鉄道会社は初期の株式会社であり、その大規模な組織形
態から巨額の資本を必要とした。証券市場の発達と共に、海外の債権者や国内の株主など
から莫大な資本が投下され、アメリカ鉄道会社は、資本の調達・運用・保全に関して、徹
底した管理が必然となる。そして、株式会社であったため、当然、配当可能利益額を計算
し、株主に対し配当を行う。当時の証券市場には、現代と同様に、様々な意図を持った投
資家が混在していたため、株主層の分化が生じ、経営者は、利害の異なる株主間の利害調
整を行う。また、重要な点としては、アメリカ鉄道会社では、社債権者と株主間の利害調
整も行う必要があり、それらの要因が財務会計の精緻化を促したともいえる。
5　鉄道という技術開発と管理会計的側面
　当時のアメリカ鉄道会社は、安定的な輸送手段と迅速で確実な情報伝達手段を徐々に整
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え、現代企業の組織モデルを提供し、周辺産業の整備をもたらした。
　具体的には、鉄道網の拡大と安全への組織的対応が挙げられる。1840年代に第一次鉄道
ブームがおこり、操業費や営業費の増大、業務が複雑化した。そこで現代企業の形態が完
成したのである。
　また、長距離輸送と経営管理の必要性があり、巨大で複雑な運行業務を効率よく運営す
る内部組織の発達が促され、近代的な事業単位組織を完成させた。ラインスタッフ制とい
い、後の事業部制組織の先駆的形態である。会計システムの導入も行われた。
　アメリカ鉄道会社では、責任と権限のラインと範囲を明確にした。実際の運行業務を行
う現業部門と会社全般の経営方針を考える本社部門を分離し、社内情報を経営手段として
認識した。
　このように、現代企業の原点ともいえる経営を行っていた。会計面としては、鉄道会社
では株式の拡散が進み、株主層が分化することで、資本勘定と収益勘定が重要となる。資
本勘定は財産の保全のため必要とされ、収益勘定は配当可能利益計算のため必要とされ
る。株式会社において、財産の管理という行為に関し、委託・受託の関係が存在している。
企業の所有者と経営者が別ということを前提として見ていくと、株式会社会計は株主相互
間において、利害調整の指標として利益の情報が用いられる。
　工場制度がはじまったとき、生産は企業家の指揮のもとにおかれるようになった。企業
家は原価をこえる価格で生産物を売却することによって利益を得る目的で、賃金を支払
い、原料を購入し、生産を管理した。
①家族的生産者（賃金の支払いをせず、その所得を以ってみずからの賃金とみなした）
②自給的生産者（自己の支出を計算し、所得と対置してみないでは、自分がどの程度に成
功したかを知ることは出来ず、製品原価を賢明に定めることも不可能だった）
・家族的生産者、自給的生産者の場合には無かった原価計算の必要性が、企業家の場合に
は生じてきたのであった。原価計算は産業革命の一つの産物であると『リトルトン会計発
達史』では、論じている。
　当時の企業は、原価管理や利益計画、予算編成など企業努力により、企業の存続につと
めていた。現在のように先例がないため、非常に困難であったが、アメリカ鉄道業はその
点でも大きな成果を残し、後に普及していった。管理会計は正確性こそが重要であり、ア
メリカ鉄道業における管理会計はレールの幅の計算やトンネル、電信など、エンジニアが
緻密な計算を繰り返したのがエンジニアレポートに記されている。
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Ⅳ　有形固定資産の減価償却
1　投資回収と費用配分
　有形固定資産の減価償却の始まりは1600年代初期の農業会計で、経営者は有形固定資産
に投下された資本の投資回収といった考え方を持っていた。適正な期間損益計算における
費用配分としての考え方は、その後、資本市場が発達し、発生主義会計のもと、株主間の
利害調整のため生まれた。
＝　減価償却の理論と実務の変化（会計の柔軟性）
＝　法定耐用年数（費用対効果・節税効果）
　本来、投資回収としての減価償却が、現在は株主間の利害調整として機能している。会
計は社会経済状況の影響を受け、柔軟性がある。そのため、現代の会計理論に対し、いず
れ新たな見解が生まれる可能性がある。会計は人為的な行為であるため、会計情報作成者
の意図が反映しやすい。
　1600年代初期の農業会計では、豚や牛といった家畜に対し減価償却を行っていた。これ
は経営者の投資回収という考え方から発生した。現在は、発生主義会計の下、期間損益計
算における費用配分という考え方が一般的だが、このように実務や理論の変遷が見られ
る。また、耐用年数に置いても、実際の耐用年数と法定耐用年数は異なり、それを測定す
るのは困難だが、費用対効果、これは投資回収に似た考え方であり、節税効果などが見込
めるといわれている。このように、本来投資回収としてうまれた減価償却という会計処理
が、現在は株主間の利害調整のほか、様々な機能を発揮している。現代では、適正な損益
計算のため費用配分を行う必要があるが、減価償却費は支出の伴わない費用であるという
点を看過してはならない。企業に現金を留保しておくことで、自己金融機能を発揮する。
会計は柔軟性があるため、現代の会計理論に対し、いずれ新たな理論が生まれる可能性は
十分にある。その際にも、原点は何だったのか、どういう変遷を経て新たな理論が生まれ
たのかなどを考察する必要がある。そこで会計史が重要となる。また、会計学は社会科学
であり、会計は人為的な行為であるため、会計情報作成者の意図や理論を形成する研究者
の意図が反映しやすい学問であるという点も忘れてはならない。
　本来の減価償却の意義は投資回収であり、それが社会経済的環境の変化に伴い費用配分
という新たな機能が生まれた。会計学は、企業の置かれている状況や社会経済的要因に
よって、多種多様な機能を発揮するが、減価償却を始めとする会計処理の原点は投資回収
（管理会計）にあった。現在では、証券市場の発達や株主層の増加により、適正な期間損
益計算は必要であるが、それを理論化するにあたり、源流は投資回収であったことを看過
すべきでない。
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Ⅴ　減債基金会計
　19世紀におけるアメリカ鉄道会社は初期の株式会社であり、その大規模な組織形態から
巨額の資本を必要とした。証券市場の発達と共に、海外の債権者や国内の株主などから莫
大な資本が投下され、アメリカ鉄道会社は、資本の調達・運用・保全に関して、徹底した
管理が必然となる。また、株式会社であったため、当然、配当可能利益額を計算し、株主
に対し配当を行う。当時の証券市場には、現代と同様に、様々な意図を持った投資家が混
在していた。その中でも、財産の保全を願う永続的な株主と、高額の配当を願う一時的な
株主の存在が、アメリカ鉄道会計に多大な影響を与えることとなる。鉄道建設資金が莫大
であったため、資本の拡大が必要となり、株主層の分化が生じる。すると、経営者は、利
害の異なる株主間の利害調整を行う。村田直樹教授は、「鉄道において、資本と利益の区
別が重要視されたのは、その根底に、鉄道が長期的に固定化された莫大な資金を必要とし
た産業であったことにある。この資金の提供者である機能資本家と、鉄道などの株式会社
の大規模化がもたらした株式所有の高度分散化が生み出す無機能資本家の存在が、資本と
利益の明確な分離の必要性をもたらしたのである」と言及している（村田直樹、2001、
129㻙130頁）。
　鉄道では株式の拡散が進み、株主層が分化することで、資本勘定と収益勘定が重要と
なった。様々な株主に対する利害調整を行い、資本勘定は財産の保全のため必要とされ、
収益勘定は配当可能利益計算のため必要とされたのである。株式会社において、財産の管
理という行為に関し、委託・受託の関係が存在している。企業の所有者と経営者が別とい
うことを前提として見ていくと、株式会社会計は株主相互間において、利害調整の指標と
して利益の情報が用いられる。「資本勘定（財産の保全）」は永久的株主（大株主）のため
に必要であり、「収益勘定（配当可能利益計算）」は一時的株主のために必要であった。こ
れらを区分表示することで、利害の異なる株主間の利害調整を行った。
　また、債権者と株主間の利害調整も行う必要があり、それらの要因が財務会計の精緻化
を促した。鉄道会社では、19世紀後半になると、競争の激化や南北戦争の影響を受け、会
計上で株主や政府に対する配当政策を行うようになる。しかし、前述したとおり、配当政
策は、財産の保全を願う株主と配当を願う一時的な株主間の利害調整として、機能する。
配当政策をはじめとする財務政策の根底には、常に利害調整の必要性が意識されている。
したがって、財務会計は資本集中のために不可欠であり、利害調整としての機能を発揮す
る。松尾聿正教授は、「株主と債権者間の利害調整機能とは一般的に、制限が多い。債権
者は業績の良し悪しに関わらず、契約で定められた利子を受け取る権利を有しているが、
経営に参加できないのはもとより、企業倒産時には現金の回収が不可能になる危険さえ負
わされている。そこで債権者を保護するために考え出されたのが配当規制である」と述べ
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ており、これが利害調整機能の一般的な考え方である（松尾聿正、46（4）、2001、1㻙2頁）。
本頁では、アメリカ鉄道会計の利害調整機能をこのように定義し、社債権者と株主間の利
害調整を果たした減債基金会計について論じる。
　アメリカ鉄道会計の史的分析を行うと、資本的支出と収益的支出の区別や、資本の有機
的構成の高度化とそれに伴う固定資産の減価償却、配当政策、一般貸借対照表、Annual 
Reportsの開示など、近代会計理論の形成に影響を与えたであろう要素が凝縮されている
ことがわかる。鉄道会社では、莫大な資本のほとんどが車輛等の有形固定資産に投下され、
資本の維持および価値回収が問題となっていた。したがって、固定資産の管理が重要とな
り、新たな経営や会計のシステムを開発した（村田直樹、2001、3頁）。19世紀における
アメリカ鉄道会社は、精密な企業会計を行った先駆の企業であり、それが顕著に現れてい
る。今日では、財務会計の伝達機能である財務報告の領域が広がり、会計基準の改正が
度々行われている。このような現状の中で、財務会計の本質を捉え直すには、歴史的な証
拠に依拠する必要がある。その点において、様々な会計システムがどのような要請の下に
生まれたのかを知るためには、アメリカ鉄道会計の研究は不可欠である。
1　7KH&HQWUDO3DFL¿F鉄道
　そこで、財務会計の利害調整機能を念頭に置いたうえで、&HQWUDO3DFL¿F鉄道の減債基
金会計の意義を検討する。減債基金は、社債の償還資金を積み立てていく基金であるため、
社債権者のために必要であった。また、アメリカ鉄道会社は、イギリス鉄道会社と異なり、
社債金融が発達していたため、株主間の利害調整だけでなく、社債権者と株主の利害調整
が必要であった。しかし、社債の償還のため必要であった減債基金は、次第に政策となっ
ていく面が垣間見える。会計は本来の目的とは異なった機能を発揮する。その具体的な例
として、本論文では減債基金会計に焦点を当てている。
　アメリカ史上初の大陸横断鉄道は、8QLRQ3DFL¿F鉄道と &HQWUDO3DFL¿F鉄道により東西
各方面から建設を開始した。&HQWUDO3DFL¿F鉄道の起工は1863年、完成1869年 5月10日、
走行マイル数1777マイル（2,843Km）であり、多様な証券（抵当権付社債、政府補助公債、
転換社債）を発行した。「大陸横断鉄道はアメリカ西部の発展を促すことで、アメリカ経
済成長に多大な影響を与えた（中川仁美、2014）。」
　8QLRQ3DFL¿F鉄道はオマハから西へ、&HQWUDO3DFL¿F鉄道はカリフォルニアから東へと建
設された。大陸横断鉄道は当時、世界最長規模の鉄道である。また、建設の際、トンネル
を作るためにニトログリセリンという爆発物を使用した。これにより建設速度は上昇した
が、比例して、労働者の死亡率も上昇し、この頃から鉄道建設の安全性が見直されるよう
になった。また、鉄道の建設計画において、建設運賃の決定・土木工事・機関車の製造・
駅の設計・都市計画等、技師（engineers）の参加が不可欠だった。アメリカ産業革命の進
展に伴って、運河・鉄道が多くの技師を養成し、技師は、地形測量、用水関係、衛生関係、
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トンネル、エンジン等、各部門で活躍した（中村萬次、1994）。次第に、鉄道業における
技術は、他の専門分野にも派生し、製鉄業や電信業等、アメリカ国内の経済発展に貢献す
ることになる。鉄道経営者や資本家は、アメリカ国内の都市の形成において、金融面で役
割を果たし、技師たちは、鉄道と都市の形成において、技術面で役割を果たした。その反
面、中村萬次教授は、「大陸横断鉄道は、歴史的な偉業であることは間違いないが、鉄道
建設の背後には、議会への工作を巡って醜悪な利権と贈収賄が絡み世人の非難を浴びた」
と大利横断鉄道建設の背景について言及している（中村萬次、1994、69頁）。
　1850年代のアメリカ鉄道業において、企業間の協調はなく、レールの幅等の標準化もな
されていなかった。そのため、貨物を輸送する際には、何度も積み替えを行っていた。し
かし、1871年のウィリアム・ロビンスンによる閉鎖電気回路方式の発明により、信号機の
改良、汽笛の統一、標準時間帯、ファースト・フレイト・ラインなどが規定された（安部、
壽永欣、山口、2002）。標準化が進行すると、輸送量をめぐり各鉄道社間で競争が激化した。
&HQWUDO3DFL¿F鉄道も例外ではなく、原価計算や営業比率を重要視していた旨が、年次報
告書に記載されている。
　1872年度における損益計算書（6WDWHPHQWRI3UR¿WDQG/RVV）であり、単体で作成されて
いる。損益計算書は収入の集計と費用の集計結果が明示されており、一般貸借対照表の貸
方における 3UR¿WDQG/RVV7,433,960と、損益計算書の借方における Balance carried down 
7,433,960の金額が一致している。その他、損益計算書の借方には、利息や税金、経費、
土木建設費、保険金勘定等が記載されており、貸方には、営業収入から営業支出が引かれ
た金額の他、減債基金の利子が計上されている。
　1872年度における一般貸借対照表（General Ledger Balance Sheet）である。資金の調達
とその運用を示しており、借方には、建設勘定や設備（車輛等）勘定、不動産勘定の他、
減債基金勘定が記載されており、減債基金の償還を担保付債権や援助公債等分類して計上
されている。貸方には、資本金の他、固定負債、国債が計上されている。
　前述したとおり、株主層の分化が生じると、財産の保全（企業の存続）を望む永続的な
株主と、配当金目当ての一時的な株主に大きく分類される。前者にとっては一般貸借対照
表における資金の源泉と運用形態の情報が重要となり、後者にとっては損益計算書におけ
る配当可能利益の情報が重要となる。株主層の分化に伴い、財産状態が記載されている財
産目録だけでは情報が不足していたのである。必要な情報が異なる株主に向け、一般貸借
対照表と損益計算書を資本市場にディスクロージャーすることで、&HQWUDO3DFL¿F鉄道は
株主間の利害調整を果たした。村田直樹教授は『鉄道会計史発達史論』において基金会計
の事態を論証しているため、参考とさせていただいている。村田直樹教授は、一時的投機
的株主に対する重要性は、鉄道を取り巻く経済環境の変化に伴い変化したので、柔軟な配
当政策が必要であったと述べている（村田直樹、2001、102頁）。
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　&HQWUDO3DFL¿F鉄道の年次報告書は、経営者報告書と技師報告書に分かれている。技師
報告書はまず、経営者（株主）の要請を受け、技術者の認識・計算が行われる。そして、
技術者から経営者に対する結果報告を経て、経営者の意思決定へとつながる。技師報告書
の内容は、主に主任技師による軌道建設のための原価計算、主任技師による鉄道経営分析
の報告であり、内部管理の徹底が目的であった。この社会経済的背景には、南北戦争や同
業種間の競争が挙げられる。当時、財務会計と管理会計は未分化であったが、経営者は、
主任技師による詳細な内部分析を使用し、経営意思決定を行っていた。このように、鉄道
会社における技師は、技術面だけでなく経営管理面に関しても重要な役割を持っていた。
Baltimore and Ohio鉄道会社では、往復 1列車あたり原価構成や、固定費と変動費の区分
表示を行っていた（中村萬次、1994、328頁）。
2　減債基金会計の意義
（1）減債基金勘定（sinking-fund）
　&HQWUDO3DFL¿F鉄道では、起工前の1862年12月 1日に、転換社債（convertible mortgage）
1,500,000、20年満期、年 7 ％利子を発行し、1863年から毎年 35,000が積み立てられてい
る。また、第一抵当権付社債（¿UVWPRUWJDJH）1,000,000～ 4,000,000、30年満期、年 6 ％
利子を、1865年 7月 1日から1868年 7月 1日まで毎年発行し、1870年と1872年にそれぞれ
50,000が積み立てられている。1872年度における一般貸借対照表の借方には、減債基金
勘定が示されており、付属明細書にはその詳細が記載されている。
　減債基金は、社債利子の支払や社債の償還を円滑に進めるために積み立てておく基金で
ある。&HQWUDO3DFL¿F鉄道では、前述したとおり、多額の社債を発行していたため、減債
基金を設定したと考えられる。
（2）減債基金による財務政策
　利益処分を行うことで、資金が減債基金に積み立てられる。減債基金は、社債の償還の
ため必要であった。しかし、基金の設定によって利益額が変わり、それが配当金の支払い
に影響を与える。減債基金を積み立て、利益額を操作することで、配当可能利益の増減が
可能となったのである。
 ｜ 現在の仕訳 ｜ 
貸倒引当金繰入等　×××　／　減債基金　×××減価償却費等　　　×××
 ｜ 現金主義であったアメリカ鉄道会計の仕訳 ｜ 
減債基金　　　　×××　　/　現金×××
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　減債積立金の設定は柔軟性を持ち、結果として現金の増減を操作することになる。減債
基金は設定することに意味があり、簿記上の操作ではなく会計上の操作で、配当可能利益
を計算する。したがって、利益をどの程度出したいかという経営者の意図が反映し、減債
基金の設定は配当政策として機能した。
　また、連邦政府による輸送運賃の決定においても影響を与えた。当時、アメリカ鉄道会
社における運賃の決定は、連邦政府が規定しており、利益額が関係していた。競争が激化
しているなかで、輸送運賃がいくらであるかは、企業の運営上非常に重要であった。そし
て、鉄道業における競争区間の運賃は引き下げられ、無競争間の運賃は高額であるという
事態が起こった。中村萬次教授は、1887年の州際商業法による会計規制を挙げており、
プーリング、運賃協定、特別料金、リベートその他の形態による差別待遇を禁止したと言
及している．1887年に規制が成立するまでアメリカ鉄道会社は運賃政策等を行い、自社に
とって有利な会計処理を行っていた（中村萬次、1994、235㻙237頁）。基金の設定によって
利益額を操作することは、&HQWUDO3DFL¿F鉄道運賃決定に関しても有利に働いた。
　また、損益計算書の貸方に、減債基金勘定の利子を計上していることから、実際に現金
を積み立て、銀行から利子の支払を受けていた。減債基金の設定は、結果として企業の財
務政策と密接に関係していたのである。
（3）減債基金による利害調整
　さらに、減債基金の積み立ては、社債権者にとっては魅力的な会計処理である。社債の
償還のために必要な基金を設定することで、社債権者は企業に対し信頼感を持ち、リスク
の軽減を予測する。経営者側としても、減債基金を積み立てることで、株主だけでなく社
債権者に対する委託・受託責任の履行を果たしているという主張になる。減債基金は、株
主にとっては本来興味のない基金であるかもしれないうえに、減債基金の目的は社債償還
資金の積み立てであったにも関わらず、社債権者と株主間の利害調整としても機能する。
　社債金融はアメリカ鉄道会社の特徴である。そのため債権者と株主の利害を調整する必
要があった。出発点としては、すでに述べた様に株主間の利害調整であったが、社債金融
の発展とともに、株主間の利害調整だけではなく、株主と債権者間の利害調整が必要と
なった。時代の変遷に伴うこれらの蓄積が会計の利害調整機能であり、配当可能利益計算
へとつながる。減債基金は設定することに意味があり、その積立額は経営者の判断にゆだ
ねられ、現金主義会計のもとで、現金有高の増減を操作することが可能となる。そのため、
配当可能利益を多額にすることも、少額にすることも、経営者の意思で操作が可能である。
減債基金設定による配当可能利益計算（配当政策）関係こそが、利害調整となる。減債基
金はアメリカ鉄道会社の財務政策の一環として働き、利害調整機能を果たす。これが減債
基金会計の意義である。
　このように経営者は、本来の目的である社債の償還の他、財務政策の一環としても減債
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基金を利用するに至った。減債基金に関わらず、会計システムとは、本来の目的とは別の
形で機能することが多々ある。 
Ⅵ　財務報告と意思決定有用性
1　財務報告
　歴史研究で得た知見として、委託・受託責任の履行が本来の目的であったが、現在はス
テークホルダー（仕入先、顧客、従業員、地域住民、潜在的株主など）に対する財務報告
を行っている。19世紀におけるアメリカ鉄道会社は、株主に対し財務情報ならびに非財務
情報を常に開示していた。しかし、株主総会の場のみ開示するようになった時点で、会計
理論と会計実務の乖離が生じている。
　また、CSR活動は、ステークホルダーからのニーズに答えるという、企業戦略である。
企業は、社内外の人々を自社の CSR活動に関係者として従事させ、環境・社会の持続可
能性に貢献している。さらに、利益を生み出す仕組みと企業の持続可能性を確保できると
考え、活動を推進している。企業の最終的な目的は利益の追求であり、それを果たすため
社会的責任が問われている。これが資本主義のメカニズムであり、資本主義的合理性であ
る。
2　不正会計
　論理的思考においては、安易に他人の議論の結論に飛びつかないこと、適切に疑問を持
つことが重要である。久木田水生教授は、「意思決定にはリスクが伴い、合理性と感情に
ついて述べている。感情は理性と対立するものであり、従って合理的な判断にとって障が
いだと考えられた。しかしながら、人間が感情によって動いているという厳然たる事実が
ある以上、そういったものを考慮せずに合理的意思決定ができると考えることもまた誤っ
ている」と言及している（久木田水生、2008、94頁）。会計情報には、会計情報作成者の
意図が反映する。会計行為は人為的であり、経営の基盤であり、不正も多々みられる。
　不正のトライアングル理論として、不正のメカニズムについて心理学的側面から分析が
行われている。不正のトライアングルとは、組織犯罪研究者である Donald  R Cresseyが
the theory of the “fraud triangle”として発表した。不正リスク要因として、動機（不正を行
う心理的なきっかけ）・機会（不正を行える環境）・正当化（不正を正当化する理由）の三
つを挙げている。会計学とは社会科学あり、社会科学は、自然科学と対比する学問である。
社会の真実を探求し、人類にとっての有益を追及し、人間の行動の結果が研究対象となる。
企業会計は、会計情報作成者の意図が反映しやすい。会計とは、つまり、人間の行動の結
果である。
　不正会計の歴史は、1800年代初期のアメリカで既に横行していたが、株式会社の設立が
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その原因であると考えられる。所有と経営の分離、委託・受託責任（会計責任）の履行、
株主間の利害調整など、現代会計の諸要素が200年以上前に存在していた。そして、1850
年代には、証券市場の発展をうけ、企業の倫理観や信頼性が問われるようになり、会計規
則や監査制度が導入されることとなった。
　しかし、現代でも不正会計は起きている。現代は、会計基準や会計処理が整備され、企
業は不正防止プログラムを導入し、不正対策を行っている。1850年代のアメリカから、
200年以上経ち、会計処理や会計基準は精緻化されるが、人の思考は大きく変化しない。
そのため、不正会計の技術や知識、方法は変わっても、不正のトライアングルは変わらな
いのである。
Ⅶ　おわりに
1　財産の保全と配当可能利益計算
　アメリカ鉄道会計の使命は、財産の保全と配当可能利益計算である。アメリカ鉄道会社
は、その資金のほとんどが固定資産に投下される企業である。年次報告書に記載された技
師報告書では、アメリカ鉄道会社特有のレールや車両等複雑な固定資産の管理を行ってい
る。それは、永続的な株主や連邦政府にとって、最も関心の深い財産の保全という事項に
対応するものであった。そして、アメリカ鉄道会社は、株主の分化から配当政策を必要と
し、過大資本化による財務政策を行うため、簿記の管理では限界をむかえた。アメリカ鉄
道会社は株式会社であり、政府からの援助を受けていたため、委託・受託責任が存在する。
そのため経営者は、会計情報を作成し、次第に財務報告の構造が整っていく。上述したよ
うに、アメリカ鉄道会社は、債権者と株主間の利害調整のため減債基金会計を行った。そ
して、様々な利害を持った株主間の利害調整のため、会計情報の開示を行ったのである。
　アメリカ鉄道会計の特徴は正に、財産の保全と配当可能利益計算にある。前者は無機能
資本家のため必要であり、後者は政府を初めとする機能資本家に必要とされる。「また、
現在の会計は記録・測定・報告の機能のうち報告機能が肥大化し、測定に影響を与えるよ
うになってきたとされる。鉄道会計の歴史を概観すると、同様の現象が散見される（村田
直樹、2013、176頁）」が、アメリカ鉄道会社の財務報告における情報の肥大化は、利害調
整機能を基盤としている点を看過してはならない。
　19世紀のアメリカ鉄道会計を分析した結果、会計における委託・受託関係、利害調整会
計の制度下を考察する基本的な視点がアメリカ鉄道会計の基軸となっていることが明白と
なった。
2　会計の機能と構造
　アメリカ鉄道会計の実務（技術者によるエンジニアレポート）や財務諸表（アニュアル
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レポート）を考察すると、近代会計理論の形成に大きく影響を与えたであろう会計処理が
多々記載されている。
アメリカ鉄道会社で生成され精緻化された会計が、近代会計理論に収束されている。
アメリカ鉄道会社で生まれた技術や経営戦略は、電信や電話の発達（路線に沿って全国
に電柱を並べた→鉄道同様厳密な内部統制が必要になった　→それが結果として電話と
なった）の他、製造業など多くの産業に拡がる。
金融面において、アメリカの鉄道会社にイギリスを中心とする大量の資本が投下された。
その結果、ニューヨーク証券取引所が制度として確立した。
　アメリカ鉄道会社の果たした役割は、アメリカ中を結ぶ国内市場の完成、企業基盤の形
成、経営管理・組織の先駆形態を提供、ニューヨーク証券取引所の確立、近代会計理論に
影響を与えた会計実務の原点である。このようにアメリカ鉄道会社は経営面、そして会計
面において現代の企業に大きな影響を与えた。
　会計の新しい機能や構造は、企業が直面する諸問題に対応するため企業内部で制度化
し、外的要因を受けて一般化する。会計とは、社会が制度化する前に企業内で既に実務と
して作られており、会計制度は企業内において一般化したものが、社会経済的要因を受け
て社会的な制度化に繋がるのである。会計において常にいえることは、基準の前に実務が
先行しているということである（中川仁美、2014、148頁）。
　今日の重要な会計諸概念は、経営者が問題に直面し解決策を模索した結果、生成・発達
したものであり、つまり会計は、会計システムの中だけで変化しているわけではなく社会
経済的要因が会計処理に作用する。そして、会計的な進化論において、自然淘汰は存在せ
ず、会計は様々な処理や実務が共存可能である。このように、会計は、その内在する諸機
能が一定の外的要因に触発されることで顕在化した機能の蓄積である。以上が先行研究を
踏まえた上で、私自身が考える会計の進化論である。
　会計の副次的機能は、社会と経済の変動に対応するため生まれ、その目的は財務会計の
本来の意味とは異なる。財務会計における情報提供機能は副次的機能であり、それが肥大
化した結果、投資意思決定有用性が重要視される傾向にある。本研究において明らかに
なったのは、当時の社会経済的要因に触発され顕在化する様々な会計諸概念が、近代会計
理論の基盤となっているということである。それは、アメリカ鉄道会社が当時他に類を見
ない大企業であり、多様な証券を発行し、経営上様々な問題に直面した結果、企業会計の
機能と構造を精緻化させたためである。会計諸概念の生成過程を知り、近代会計理論の源
流を体系化し理解することで、会計の性質とそれを取り巻く現象面を把握することが可能
である。
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